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90年代に おけるカ リキ ュ ラ ム と学力

本田 由紀

は じめに

　筆者に与え られ た課題 は，旨カ リキ ュ ラ ム と学力」 を め ぐっ て 1990年代を振 り返 る

こ とで あ る 。 周 知の 通 りこ の テ ー
マ は，特 に 90年代末 以降 激 しい 議論 の 的 とな っ て

い る c 文部 （科学）省 （以 ド 「文部省」 と統
．
表 記） は そ うした動 きに 応 じて政策的

力点を刻 々 と変化させて い るだけで な く，2002年初頭に 全国学 力テ ス トを実施 し，そ

の 結果を 今後の教育課程政策に 反映 させ る と して い る c そ の ため ， 本稿を脱稿 した

2001年 11月末か ら掲載誌刊行まで の 間に ， 世論や政策が大 きく転換 して い る可能性 も

あ る 。 こ の よ うに 混沌 と した状況下で ，か っ 限 られ た紙幅で ，総 括的な論考を執筆す

るこ とは，筆者に と っ て 厳 しい 課題 で あ っ た 。 しか し同時に ，日 々新 しい 情報が追加

され るなかで ， 自らの これ まで の 研究 とっ きあわせ っ っ
， 近い 過去 と現在を理 解 しよ

うとす るこ とは，刺激的な試みで もあ っ た 。 以下本稿で は， まず第 1節で 90年代の 教

育 課程政策を概括す る 。 第 2 節で は ，90年代末に勃発 した 「学力低下 1 論争 と 「学

力　の 現実を整理する。 第 3節で は ， 以上の 2節で みた90年代の 動向か ら引き出され

る理 論的含意 に つ い て 仮説を提示する 。

1． 教育課程政策の 推移

　周知の よ うに ，90年代の 教育課程政策の 中心 とな っ て きた の は， 2度 に わ た る学習

指導要領改訂で ある 。 すな わ ち， 198了年 12月に 出された教育課程審議会答申に基づ く

前回の 改訂 と，1998年 7月に 出された教課審答申に基 づ く今回改訂で あ る。 両改訂は
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「ゆ と り教育」 と
一

括 され る こ と も多 い が ，両者の 間に は理 念や施策を め ぐっ て 屈折

もみ られ るた め ，両改訂間の 連続性 と変化を以下の 3 っ の 観点か ら改めて 整理 して お

くこ とに する 。

（1） 理念　　　「新学力観」 と 「生きる力」

　87年 と 98年の 教育課程 審議 会答 申は，
厂
教育課程の 基 準の 改善の ね らい 」 と して ，

冒頭でそれぞれ次の 4点ず っ を列挙 して い る 。

［1987年答申］

  豊 か な心 を持 ち，た くま しく生 きる人間の 育成を図るこ と

  自ら学ぶ 意欲と社会の 変化に主体的に 対応 で きる能力の 育成を重視す るこ と

  国民 と して必要 とされる基礎的 ・ 基本的な内容を重視 し，個性を生かす教育の

　　充実を図る こ と

  国際理 解を深あ ， 我が 国の 文化と伝統を尊重す る態度の 育成を重視する こ と

［1998年答 申］

  　豊か な人間性や社会性 ， 国際社会に生 きる 日本人 と して の 自覚 を育成する こ と

  　自ら学び， 自ら考え る力を育成する こ と

  ゆ と りの あ る教育活動を展開す る中で ，基礎 ・基本の 確実な定 着を は か り，個

　 性を生かす教育 を充実する こ と

  各学校が創意工夫を生か し特色 の あ る教育 ， 特色の ある学校づ くりを進 め る こ

　　と

　両者に 共通 す る言葉 を機械 的に取 り出す と，「豊 か な」 「国際 1「自 ら学ぶ （び）．

「基 礎 （的）・基本 （的）」 「個性を生かす教育の （を）充実」 とな る 。 こ れ らに っ い て

は両改訂の 方針が連続 して い る とい っ て い い だ ろ う。 なお，「豊か な」 「基 礎的 ・基本

的」 「個性」 は 1976年教課審答申の 「ね らい 」 に もみ られ るが，同答申で は 「個性」

は 「個 性や能力に 応 じた教育」 と表現 され て い た 。 87年 ・ 98年答申の 新 しい 点 は，

「個性 」を生かすよ うに な っ た こ とに 加え，「国際」 性や 「自ら学ぶ」 ことが強調され

始 あたこ とにある 。

　また 両答 申の 違 い を み る と，87年の 「ね らい 」 の 特徴 は， 1 っ に は 「た くま しく」

「意欲 1 「社会の 変化に主 体的に対応で きる」 とい う自主的 ・自発 的な学習の 称揚で あ

り， も う 1 っ は 「我が 国の 文化 と伝統を尊重す る態度」 な どの 国家主 義的言辞で あ
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　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 90年代 に おけ る カ リ キ ュ ラ ム ご 学力

る 。 こ の 87年答申とそれに 続 く学習指導要録や学習指導要領の 交付の 過程で注 目され

たの は前者 の 点で あ り，そ れ は や がて
「
新学力観 1 と して 広 く流布 す る こ とに な っ

た 。
「新学力観一とは，知識の 詰め込み よ りも子ど もの 自発的な活動や体験を重視 し，

「指導で はな く支 援 」 を重 ん じる教育理念 と教育方法を意味す る。 その 具体化が，学

習指導要録の 観点別評価項 目の 筆頭に 「知識 ・技能」 に 代え て
一
意 欲 ・関心 ・態度一

が 位置づ け られ た こ と と，小学校低学年の 生活科 の 新設で あ っ た 。 自発的な学習の 重

要性は，生涯学習 との 関連で t1983 年の 第 13期中教審審議経過報告や 1985年の 臨教審

第 1 次答申で も提唱されて い た が ，87年答申で はそ れが 具体的な施策 と して 登場 した

の で あ る。教育現場で どの 程度 こ の 「新学力観一が受容され，それに即 した授業が実

施されて い るかに っ い て ，体系的なテ ー タは ほ とん どな い が，その 影響力が 相当な も

の で あ っ た こ とは，断片的な 資料か らうかが い 知 る こ とが で きる （鈴木　2001，ベ

ネ ッ セ教育研究所　1998，1999）．

　それ に対 して98年答申の 「ね らい 一に特徴的なの は，第 1 に 87年の   と  が98年で

は  に 統合 され，新 しい   が付け加わ っ た こ とで ある 。 また第 2 に 「ゆ とりの あ る教

育活動」，第 3に 「人 間性 や社会性 」，「臼 ら考え る カ」 と い う言葉が現 れた こ とで あ

る 。

　こ の 第 1の 点で あ る  「特色ある学校づ くり」 は ， 直接的には同答 申の 目玉 の 1 っ

で あ る
一
総合的な 学習 の 時間一や ，中学 ・高校に お け る選択科 目の 幅の 拡大に 対応 し

た もの で あ り， よ り長期的に み れ ば80年代 の 臨教審以来の 自由化 ・地方分権化の 方向

性が ，約 10年を経て 実現に 移され つ つ ある こ とを意味 して い る 。 そ して 第 2 と第 3 の

点 は，第 15期中央教育審議会が 96年の 第一次答申で 打 ち出 した．「『ゆ と り」1 の 中で

r生 きる加 をは ぐくむ」 とい うス ロ
ーガ ンに 含まれ る 2 っ の キーワ ー ドを，そ れぞ

れ 直接引 き継 いで い る 。

一
ゆ と り」 は 1976年の 教課審答申で も， 授業時間数削減 の 背

景理念 と して 掲げ られ て い たが，今回改訂に おけ る
「
ゆ とり」 の 提唱に は，2002年 4

月か ら全面実施され る学校週 5 日制を理念的に 正当化す る とい う，新 しい 切実な役割

が課せ られて い るc

　また 「生 きるカーとは，中教審第
一

次答 中に よれば
’
い か に 社会が 変化 しよ う と，

自分で 課題を見 つ け，自ら学び， 自ら考え ， 主体的に 判断 し，行動 し，よ りよ く問題

を解決する資質や能力で あ り，また． 自らを律 しつ っ ，他人と共に 協調 し，他人を思

い や る力や感動す る心 な ど，豊 か な人間性 」 を意味 して い る、 こ の 定義に 「自ら」

「自分で 一 とい う言葉が 頻出す る こ とか ら もわ か る よ う に ．87年答申と同様の 自主 性

・自発性を中心 的要素と して い る 。 しか しそ う した個人主義的な能動性に加えて ， 他
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者との 協調性，1社会性」 や心情的な 「人間性」 まで もが 強調 され た こ とが，「生 きる

力 」
の 特徴で ある 。 すなわ ち 「生 きるカーは 「新学力観 亅よ りもい っ そ う広範囲な情

意的側面 を政策的関心 の 対象と して お り，教育の 名の もとで の 子ど もの 「心」 へ の 介

入が 強化され る傾向に あ る。

（2｝ 学校 週 5 日制 と授業時間

　先述の よ うに，9D年代の 教育が もっ と も確実に変化 した点の 1 つ に ， 学校週 5 日制

の 段階的導入 （1992年 9 月よ り第 2 土曜休 日化， 1995年 4 月か ら隔週 5 日制開始）

と，2002年 4月か らの 全面実施があげ られる 。 今回の学習指導要領改訂 にと っ て ， こ

の学校週 5 日制に対応 した教育課程を編成するこ とが最大の課題で あ っ た 。

　学校週 5 日制は，「労働者 の 週 休 2 日制に付随 して 起 こ っ て きた問題であり ， 教職

員の 要求や使用者側の 都合に基づ くもの で あ る 」 （市川　 1995，309頁）。 に もか かわ

らず， 日教組 も文部省 も，その 導入の必要性を 「教職員の ため」 で はな く 「子ど もの

たあ 」 とい う面か ら理 由づ け てお り， 市川 は その 欺瞞性を批判 して い る （前掲書，

309−325頁）。 確かに欺瞞的で は あ るが ，公務員を 含む労働者の 間で 週休 2 日制が普及

するなかで ， 多忙感の 強い学校教職 員に 対 して もそれを保障する こと 自体に は一定の

合理性が あ るだろ う 。 また ，学校週 5 日制を 「子ど もの ため」 とする見方は， 1995年

の 経済同友会 r学校か ら 「合校」 へ 』， 1999年の社会経済生 産性本部 r責任 ・選択 ・

連帯の 教育改革」，2001年の 21世紀 日本の 構想懇談会報告書 な どに通底する学校 ス リ

ム 化へ の 要求に も支え られ て い る 。 しか し問題は，休日化 した土曜 日が子ど もに と っ

て マ イナ ス に働 くこ とを防 ぐための具 体的な施策 （た とえば文部省の 「全国子 どもプ

ラ ン ． ） が ，現状で は いか に も不十分 ・不徹底 な こ とで あ る。 同様に確 実な の は，塾

な どの 教育産業が被る恩恵の 大 きさで あ る 。

　 こ う した懸念を は らみ な が ら も実施が決定された 学校週 5 日制は，当然なが ら学校

の 授業時間数を 明らかに 減少 させ る結果 とな っ た 。 図 1 （109頁） に は ， 過去 4 回の

教育課程改訂に 伴う各教科の 小学校 6年間の授業時間数の 変化を示 した 。 総授業時間

数は，68年改訂を基準 とすると 1割以上減少 した 。 特に いわ ゆる主要教科の 合計時間

数は ， 76年に は282時間の 減少で あ っ たが98年には511時間減 と大 きく削減された ため

に ，
マ ス コ ミや 1学力低下」 論者の 批判の 的とな っ た 。 ただ し， こ の 主 要教科に98年

に新設 され る 「総合 的な学 習の 時間」 430時間を加え る と，減少は 81時間に抑え られ

る。 それ ゆえ，「総合的 な学習の 時間」 が，既存の 教科と異な ると はい え，広義の

「知 的 ［な学習で あ る と解釈す るな らば，今回改訂 は学校週 5 日制が知的教科の 授業
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90年代 に お け るカリキ ュ ラ ム と学力
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図 1　 各教科の年間標準時間数の推移 （小学校 6 年間の合計＞

　 r，共：1　 1単 r衵 寺問を 菊 分 とす る、特別 活動の 授 業時間数 は 省略

時間に与え る衝撃を最小限にすべ く努めて い た こ とにな る 。
こ の 「総合的な学習の 時

間 、の 性格に っ い て は ．改めて 次項で 述べ る．

〔3〕 教育内容　　削減 と 「総合的な学習 の 時間」

　前節 で みた授業時間数の 変化 は，学 習指導要領の 内容に も直接に 影響を与え た 。 小

中学校の 算数 ・数学を例に とると．前回改訂に 際して は前々 回と比 べ て ほ とん ど変化

はな く，む しろ一部 に 高度化が生 じて い た （沖津　1994）。 しか も図 1 にみ られ るよ

うに，前回改訂で は算数の 時間数はやや増加す らして い たの で あ る。 この よ うに授業

時 間や教 科内容 に 変化が な い ままで 導 人された
一
新学 力観」 は ，教育理 念や 教育 方法

とい う面に特化する こ とに な り．その 結果，逆説的に，すべ て の 授業が その 適用対象

とな りうるこ とにな っ た。

　そ れ に対 して 今回の 改言1で は ，い わゆ る教科内容の 13 割削減 」が 断行 された n や

は り算数 ・数学に つ い てみ る と，前回の 指導要領の 半数近 くの 内容が，今回 で は学年

配当が 1〜 2学年上昇 して い る。なか に は不等号の よ うに ，小学 2 年か ら中学 1年へ

と 5学年上昇 した事項 もある 。
マ ス コ ミは ， 円周率に 3 を使用，台形の 面積を求め る

公式の 削除 　3 けた同士 の かけ算の 削除などに つ い て 大き く報道 した 。

　仮に学校週 5 日制 とい う現実的な制約が存在 しなか っ た として も、科学技術の 高度

化や ，知識 の 威信をめ ぐる諸集団間の 萬藤に よ り，教育内容は常に膨張す る傾向を は
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らん で い るため ， そ の 危険に抗 して最低限必要な レベ ル へ と教育内容を厳選 す る こ と

は必 要 で あ る 。 しか し今回 の 削減に つ い て は ，
「精選」 で は な く 「間引 きと先送 り」

（日教組カ リキ ュ ラ ム 委員会編　2000， 9 頁）に す ぎな い とい う批判が 当て はま る と

言わ ざるをえない 。

　こ の よ うな教科内容削滅 と並ぶ 今回改訂の もう 1 っ の 重要な変革点が 、「総合的な

学習の 時間」 で あ る。 これ は，戦後新教育の 生活体験学習や， 日教組 が提唱 し続 けて

い る 「総合学習」，前回改訂以来 の 「生活科 1 な ど， こ れ まで は一
時的 ・断片的 に行

われ て きた実践が ，教育課程全体の 中に本格的に位置づ け られ た もの とい え る。
こ の

「総 合的な学習の 時間」 は ，今回改訂に 導入 され るに 際 し，多義的な性格 や役割 を

担 っ て い た 。

　そ の 第 1は，「今日，国際理解教育，情報教育，環境教育 な どを行 う社会的要請が

強 ま っ て きて い るが ， これ らは い ずれ の 教科等に もかか わ る内容を もっ た教育で あ

り， そ う した観点か らも， 横断的 ・総合的な指導を推進 して い く必 要性 は高ま っ て い

るといえ る」 とい う中教審第
一

次答 申の 文言か ら読み とれ るよ うに ，現代の 多様な新

しい 教育課題 に対 して
一

括的に 対処 す るための
冖
苦肉の 策」 （市川　2000，348頁） と

い う面で ある 。 これは ， 教育の 内容 に関する幅の 拡大 ・柔軟化 ・自由化を意味して い

る。 内容をめ ぐる中央集権的 コ ン トロ
ー

ル が放棄されて い るた め ， 学習指導要領で の

内容指定や教科書 も存在 しない 。

　第 2 は，生徒の 自発性 を尊重 した 「体験的な学習 ， 問題解決的な学習」 （小学校学

習指導要領） とい う，前回改定以 来強調 され続けて い る教育方法面で の 特徴で ある 。

しか しこ の 点 は，各教科 に っ い て も同様に 重要 とされて い る た め，「総合的な学習の

時間 1の みの 固有の 特徴 とはい えな い 。

一
般的に は 後者の 特徴が ク ロ ーズア ッ プ され

が ちだが ，政策的背景 と して は前者の 意味合 い の 方が大 きい と思わ れ る 。

　ただ実際に は，その 内容 に関する中央か らの コ ン トロ
ールの 放棄が ， 達成水準 に関

する コ ン トロ
ー

ル の 実質的な放棄を も伴 っ て い る こ とか ら，次節で 述 べ る 「学力低

下」 論者をは じめ と して批判を呼ぶ 結果 とな っ た 。

一
方， 教育現場で は ， 体験的な学

習を 「総合的な学習の 時間」 に 限定 し，他の 教科 は伝統的な 「基礎学力 1重視の 授業

に 戻すよ うな動 きも現れて い る （苅谷他　20D1）。 また，「総合的な学習の 時間」 の 内

容が 文部省の 例示に 従 っ て 画
一

化 し，体験 学習 も形 骸 化 して い ると い う指摘 もある

（小佐野　2001）。 しか し逆 に ，「総合的な学習の 時間」 と同様の 教育実践を経験 した

子ど もが ， その 後の 学力や進学傾向な どの 点で 優秀な結果を示 したとい う報告 もある

（加藤他　2001）v こ の よ うに ，「総合的な学習の 時間」 に つ い て は，その 背景だけで
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90年代 に おけるカ リ キ ュ ラ ム と二学力

な く実態 や機能 も，現状で は混沌 と して い る 。

2．　 「学力低下」 論争

　前節で み た教育課程政策に沿 っ て 展開 して きた 「カ リキュ ラ ム と学力」 に対 して ，

90年代末の 「学力低下」 論争 は激 しい ク レ
ーム を突き付け，その 広が りの 大 きさは，

［カ リキ ュ ラ ム と学 カーの あ り方に 方向転換を迫 る結果 とな っ た ，本節で は そ の 経緯

を振 り返 る 。

川 　展開の 過程 と主 な議論

　図 2 （112頁） には，「新 （新 しい ）学力観」

一
生 きる カ」 「学力低 ド、とい う 3 っ の

キー
ワ
ー ドが主要全国紙 4 紙の 記事見出 しに 登場 した 回数を， 1994年以降の 各年別に

示 した，こ こに 明 らか なよ うに，
一
学力低 ド

1

が新聞で 取 り一Eげ られ る回数は，99年

か ら2000年に かけて 飛躍 的に増加 した ． しか も99年を前後半に 分けると，前半の 51件

に対 し後半 192件 と，後半の 増加が著 しい ，，99年後
’
仁以 降に 「学 力低下 1 がに わか に

脚光を浴びた契機 とな っ たの は，同年 6 月に 出版され た西村和雄 他編 吩 数が で きな

い 大学生 』 （東洋経 済新報社 ）が，大学 生の 学 力不足を指摘 した こ とで あ っ た 。 そ の

当初は．大学生の 「学力低下一の 原因は 「小学校の 教 育に 責任が あるの で は な く，数

学を 大学 入試科目か らはず して い る こ とに あ る．IUと明言 され て い た に もか か わ ら

ず，議論 は今回 改訂 の 学 習指導要領およ びそ の 背景と して の 「ゆ とり教育 亅全般 に対

する批判 へ と拡大 されて い っ た。

　それ に 伴い
一
学 力低 ド」 は新聞だ けで な く多 くの 雑誌で も取 り上げ られ．一

種の

キ ャ ン ペ ー ン と して繰 り広げ られ るこ とに な っ た 、，しか し，その キ ャ ン ペ ー ン の 先鋒

とな り，繰 り返 し 1学 力低下一を告発 した論者は ，人数的に はそれ ほ ど多 くな い 。 主

な論者に は．先述の 大学生の 学力調査を行 っ た西村和雄 ・ 戸瀬信之 ・岡部恒治 ら日本

数学 会の メ ン バ ー
r 文部官僚と して 教育政策批判を行 っ た こ とで 注 目された大森不「

雄，教育学か らは佐藤学，教育社会学か らは 苅谷剛彦が挙げ られ る
「？1

． これ らの 論者

は しば しば共同で 著作物や提言を発表 して お り，共通す る主張も多い が，強調点や改

革案に相違 もみ られ る 。

　 西村 らは，上 記の 本に 続 い て 「小数が で きな い 大学 生』 「算数 が で きな い 大学生』

r教育が 危ない」 シ リ
ーズ，岩波 ブ ッ クレ ッ ト r学 力低下 と新指導要領』 な どを相次

い で 出版する他 ， 新学習指導要領の 実施中止を求め る署名運動を行い ，通産省の 外郭

団体地球産業文化研究所か ら2000年 10月に 「学力の 崩壊を食い IEめ るための ，教育政
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　　　　　　　　＋ 新学力観／ 新しい 学力観 ＋ 「生きる力」＋ 学力低下

　　　　　　　 図 2　全国 4 紙 の 記 事見 出 しに おけ るキーワー ド登場回数
（注）　H 径 ビoo ビ ジ ネ ス デ ー

タ ベ ー
ス ・全国紙 検索 （http　1／nikkei ．gQc），lie ．jplppv！nkg ．ehg −title−search ．cgi ）

　 の 結果に よ るtt全国紙 4 紙 と は朝 日．毎 日，読売．産経 を さす t 　 Ol年 は 11月末 日時点 ま で 。
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策 に 関す る緊急提言書一を提出するな ど， もっ とも精力的に 「ゆ とり教育」 と 「学力

低下」 を批判す る活動を展開 して い る 。 主 な改革提言 は ， 新学習指導要領の 実施中

止，少人数 クラ ス 編成や習熟度別 ク ラス 編成 に よ る基礎学力の 向上，高校や大学入試

における基礎教科の 必修化 な どで あ る 。

　また大森 （2000） は，や は り 「ゆ と り教育」 が 「勉強舎定論．を蔓延 させ子 ど もの

間に 「目標の喪失」 を もた ら した こ とを批判し，「知育」
「勤勉」 「知性」 「向上心 」 の

回復と，「選択の 自由， 競争原理 ，自己責任」 の 原 理 に基づ く教育改革を提唱 して い

る。

　他方で 佐 藤学 （1998， 2000ab） は，「学びか らの 逃走一、と い う表現 で ，い わ ゆ る
一
学力 」 だ けで な く教養全般の 解体を告発 し， 加えて社会階層の 二 分化を も指摘 して

い る 、 対策と して 佐藤が主張するの は，地域を地 盤 として 学校を 「学びの 共同体」 と

して再構築す るこ とであ り，大森に顕 著な新自由主義 とは対立 する，参加型 の教育改

革を強調 して い る。

　そ して 苅谷 （2001） は ，
1
一
学力低下」 論者の 中で ，階層間格差が拡大する危険性に

もっ とも力点をおい て い る 。 社会の なかに 「努力の 不平等」 として の 「イ ン セ ン テ ィ

ブ ・デ ィ バ イ ド」 が広が り， E層は私学 へ と 「ブ ラ イ ト ・フ ラ イ ト」 し， 下層 は政治

的な 「セ ル フ ・エ ス テ ィ
ーム 高揚」 策に飲み込 まれ て い る とす る。対策 と して は，
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　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 90年代 に おける カ リキ ュ ラ ム と学カ

ー
下 に手厚 く 」を原則とす ると同時に進度 の 速 い 了ど もの ニ

ーズに も応え る教育を公

立学 校で も行 う こ とと，青年期の 移動可 能性を高め るこ とに よ り，〈よ りま しな不平

等〉 に導 くこ とを提案 して い る。

（2） 「学力」 の現実
〔3］

　 で は，実 際の
一
学 力」 は ど の よ うな状 態 に あ る の か 。

「学 力」 が 実 際 に
一
低 下」 し

て い るかどうかを検証するため に は，  同 じ内容の
一
学 カー調査を，  学年や地域な

どの 特性が同 じで ，   母集団を代表 しうる大規模な対象に対 し，   複数時点で 実施 し

たデー タが必要で ある 。 しか し．これ らの 条件をすべ て 満たすデー
タは，現時点で は

日本に存在 しない ため ， 学力低下の 主張者 も， それを否定す る者も， 条件を部分的に

満た す様 々 な 散発的デー
タを各自の 論拠 と して い る 。 多 くの 論者が 引用 して い る デー

タは，次の 5 っ に大別で きる。す なわ ち，A．学力調査，　 B．学力低下に関する意見

調査， C ，学習時間調査 ，
　 D ，授業の 理解度お よび科 目の 好 き嫌 い 調査，　 E ．科学

・

教養な どに関する意識調査，で ある 。

　 この なか で A は，客観的証拠 と して もっ と も重要だが ，複数 時点 間の 比較が ・∫能な

もの は多 くな い 。 その なかで ，複数時点間の 比較が で きる主な デ ータと して ，  文部

省に よ る 「教育課 程実施状況に 関する 総合的調査研究」，  国立教育研究所に よ る

「理 数調査」、  国際到達度評価学会が実施 した 「国際数学 ・理科教育調査」，  澤田

利夫 ・東京理 科大 教授 らに よる
一
学力低下の 実態 とその 対策に関する実証的究」 があ

げられ る r

　 こ れ らの デー
タが 示す

t

学力」 の 実態を一
言で 言い表すな らば ，

一
やや低下 して い

るとい え る場合 もあ る」 とな ろ う。 た とえ ば   の 1996年中学理科 の 結果に つ い て は ，

「共通問題19問中， iE 答率の 低下 した問題 は 8 問，上 昇 した問題 は 3 問，変化な しが

8 問と，低下 した問題の ほ うが 目立 っ 」 （苅谷　2000） と指摘 され て い る ． また   で

は ， 中学の 数学 ・理科およ び高校の 数学に っ い て 、89年 と95年の 間で平均正答率が 5

ポイ ン ト程度低下 してい る。  で は，1999年日寺点で も日本の 中学生は 38力国中数学 は

5 位，理科 は 4 位 と好成績を維持 して い る 。 そ して   で は，小学 校算数の 平均 iF．答率

は82年68．9％ ． 2000年57．5％ と低下して い るが，中学校数学は 83年66，0％ ．→2000年

69．5％ と低下傾向はみ られ な い 。

　 こ の よ うに A の 諸 データは，主 に 理数系の 科目の ，い わゆ る 「知識 ・技能」 に 関す

る 「学力」 が，「や や低下 して い る とい え る場合もあ る 1 こ とを示して い る 。 しか

し，学力低 ドを主張する 人々 の 論調 は，そ うしたデー
タ の 実態 よ りもは るかに 危機感
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の 強い もの で あ り，その 際に論拠 とされて い るの が ， 上記 B 〜 E に 含まれ る諸デ ー
タ

で あ る。す なわ ち， B で は大学関係者や学校教員などの多 くが学生や生徒の 学力低下

を感 じて い るこ と， C で は子 ど もの 学校外で の勉 強時間が 大 きく減 少 し階層間格差 も

拡大 して い るこ とが示 され て い る 。 D で は授業理 解度の
一
7 ・ 5 ・ 3一現象や 教科嫌

い が証 明され， E で は 日本の 子 どもや 大人の 科学離れ や読書離れが指摘されて い る 。

「学力低 下」 論争で は，「学力」 その もの 以上 に ， 学習をめ ぐる意識や行動に 関す るこ

れ らの 問題状況が 強調 され て い る 。

　こ こ で 注意すべ きは，学力低下の 主張者 はこれ らの デー タに 基づ い て 教育課程政策

を批判 して い るが ，文部省や審議会委員等 も， 少な くと も上記 D に関 して は同様の 問

題意識を示 して きた こ とで あ る。 文部省は，子ど もの 学習意欲や理解度 ・満足度の 低

下を も っ て ，
「ゆ と り」 や 「生 きる力」 の 必要性を説 いて きた 。 ただ A に属す るデ ー

タで把握で きる 「学力」 に つ い て は，文部省側は学力低下論者 よ りも楽観的な認識を

示 して きた 点で異 な る 。 すなわ ち，
一
知識 ・技能」 と ，

［学ぶ 意欲 ， 思考 力， 判断ノ］，

表現力」 の いず れ の 問題性をよ り重視 し，そ の 対策の ため に 何が必要 と考え るか に

よ っ て ，意 見が対立 して い る 。

　 ともあれ ， 90年代に 入 っ て 児童生徒の 学習へ の 動機づ けや学校生活へ の コ ミッ トメ

ン トが階層間格差を伴い っ っ 進行 して い る こ とは，多 くの データが一
致 して 示 して い

る。r学力低下」 論者は ，そ の 主 因を
「
ゆ とり教育」 に 見 い だ して い るが，そ れよ り

もず っ と重要なの は ， 教育シ ス テ ム と外部の 社会 シ ステ ム との 関係 の 変化で あ ると筆

者 は考え る 。 こ れ に っ い て は 改めて第 3節 で 論 じよ う。

（3） 論争の 総括と帰結

　「学力低下 ．論争が開始 して す で に 2年 以上が 経過 して い る た め， こ の 論争 をめ ぐ

る メ タ言説 も現れ て い る 。

一
方に は，今回 の 論争 を ， 体験学習 ・対 ・基礎 学力 とい

う， 戦後 日本で 繰 り返 され て きた振 り子 の 揺 れ の ひ と つ とす る見方 もあ る 。 汐 見

（2001）は ， 今回の 論争を，1950年代初，60年代初， 70年代後半に 続 く 4度 目の 論争

で ある と し，
［時代の 大 きな 変化の 予感の な かで ， そ れまで と同 じ知的能力を育て る

だ けで い い の か とい う無意識に 近い 問いが社会に生 じ，それが学力をあ ぐる議論とい

う形 で 析出され て くる」 （同） と，一般的な 傾向を指摘 して い る 。

　 しか し今回の 論争 に は，これ まで の 論争 とは異 な る特徴 もみ られ る。 それ は 1 っ に

は，「r文部省，自民党 ， 保守，右』 vsr 日教組，社会党 ・共産党 ， 革新，左』 の 対

立の 構図一（中井　2001， 3頁）が終焉 した こ とで ある 。
「小 ・中

・
高の 教 育現場の 問
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題 が中心 で あ り，論争に 参加す る学 者た ちは主 に 教育学関係者だ っ た」 （同）従来の

論 争 に 対 し，今回 は経 済学者 や教育学者，精 神科 医 な どが オ ピニ オ ン ・1丿一ダー
で

あ っ た た め ，総合雑誌な どが主 な 意 見発表の 場とな り， い わ ゆ る教育界だ けで な く国

民全体に 向か っ て 問題 が提起 された （田中 （耕）　 2001）。 こ う した経過は，
一

方 で

は 「ジャ
ー

ナ リズム の 扇情的な表現 も手伝 っ て 事象の
一

面の みが 強調 され る」 （同 ，

72頁） 結果を招い たが ， 他方で は 「イデオ ロ ギ ー
対立 の もとで タ ブ ーとされて きた 現

実 を露 わ に し， リア ル な議論 を指向す る傾 向」 （中井　2001， 13頁 ） が生 まれ る とい

うプ ラス の 結果をも伴 っ て い た 。

　第 2 は，論争に対 して ，文部省や審議会の 代表がすばや く反応 した こ とで あ る （田

中 （耕）　 2001）。 文部省の 大臣官房政策課長で あ る寺脇研や，第 15期中教審会長で

あ っ た有馬朗人 は，「学 力低下一論 者 と繰 り返 し対談 し，反 論 や説 得 に 努 め て い る

（寺脇 ・苅谷　1999， 寺脇　2000， 有馬 ・苅谷　2000， 和田 ・寺脇　2000）． しか しこ

う した 文部省等 の 対応は，結果的に ，1文部省の 政策 に は十分 な根拠が ない こ と」 1政

策の 中身が リア ル で な く，先 の 見通 しや戦略 も展望 も持 っ て い な い とい うこ と 1 （中

井　2001， 13− 14頁） を露 旱 した 。
の み な らず，有馬は政策の 見直 しの 必要性 さえ表

明す るに い た っ た （有馬　2001）。

　今回の 「学 力低 ド」 論争 は， これ らの 特徴の ゆえ に ，い くっ かの 具体的な帰結を も

た らした 。 まず何よ りも， 教育課程政策に路線変更が生 じた 。 その 1 つ は，学習指導

要領の 「最 低基準」 と して の 性格の 強調で あ る。 こ の 点 は，99年 10月に 寺脇研 が苅谷

剛彦 との対談 （寺脇 ・苅谷　 1999）の 中で 言及 して以 来，学習指導要領に 含まれな い

高次の 学習を容認する 文部省の 公式見解 と して定着 した“ 〕

。 20Dl年 1 月に は 5 日付読

売新聞 によ る 「「ゆ と り教育』 抜本見直 し 1 報道，19日付 日本教育新聞に おけるそ の

否定，24日に は文部省小野次官が 都道府県教 育長協議 会 の 場 で 読売報 道を否 定 しな が

らも
一
ゆ とり」 が 「ゆ るみ」 に つ なが りや すい こ とを批判する発言をす るな ど，政策

側の 動揺を示す
一

連の 出来事に 注 目が集ま っ た 。 その 後文部省は，
「
学力向上」 路線

へ の 変更を い っ そ う進 め、 2001年 9 月に発 表された概算要求に は，「学力向上 フ ロ ン

テ ィ ア 事業」 （全国 1， 000校程度の 小 ・中学校を学力向上 フ ロ ン テ ィ ア ス クール と して

指定 ）お よび ス ーパ ー ・イ ン グ リ ッ シ ュ
・ラ ン ゲ ージ ・ハ イ ス クール と ス

ーパ ー ・サ

イエ ンス ・ハ イ ス クール の 指定 な ど も盛 り込 まれて い る 。

　 また 「学力低下」 論争が もた らした もう 1っ の 政策的帰結は ， 学 力の実態に つ い て

の デー タ収集体制が制度化 され た こ とで ある 。 2000年 12月の 教課審答申 「児童生徒の

学習と教育課程の 実施状況 の 評価の 在 り方 に つ い て 」 で は，指導要録の絶対評価化 と
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並ん で ，「全国的か っ 総合的な学力調査」 の 実施が打ち出され て い る 。 2001年か ら設

置された 国立教育政策研究 所の 教育課程研究 セ ン ターが，教育課程に 関 して恒常的に

調査研究を行 う
一

環 と して ， 2002年 1 月か ら 2 月にか けて こ の 全国学力調査を実施す

るこ とに な っ て い る 。

　こ うした政策的帰結だけでな く，今回の 「学力低下」 論争は社会的に も大 きな影響

を及ぼ した 。 すなわ ち，「学 力低下」 論争に よ る 「ゆ と り教育」 批判は ，今回改訂の

学習指導要領に よ り公立学校に おける学力低下が進む こ とに対す る
一

部の 社会成員の

不安 と恐怖感を煽 り，公立 離れを煽 っ た こ とは疑 いえな い 。 今回 の 「学力低下」 論争

は ， それが本来意図 して い たか否か にか かわ りな く，私立学校と教育産業に好餌を与

え る結果 に な っ t：‘fi）
。 こ う した帰結が も し本来の 意図に 反する もの で あれ ばい っ そ

う ，
「学力低 ド」 論者はそ の よ うな帰結が生 じる可能 性に対 して ，よ り自覚的で あ る

べ きだ っ た と考える 。

3． 理論的含意

（1） 外部の社会 シ ス テ ム の変化

　前 2 節で みた 90年代の 状況 は，日本の 教育シ ス テ ム が 外部社会 との かかわ り方を ど

の よ うに変化 させ たの か，あ るい はさせ なか っ たの か とい う理論的観点に照 ら して み

る と，何を示唆 して い るの だろ うか 。

　すで に述 べ た よ うに、「学力」 の 現実と して は，学習へ の 動機づ けが 階層格差を伴

い っ つ 低下 して い る ことが観察 され る。 これ は ， 教育 シ ス テ ムに対する経済 シ ス テム

か らの 人材需要の 後退 を主因 と して ，家族シス テム の教育ア ス ピレ
ー

シ ョ ンが階層的

分節を明確化 させ る形で 減退 して い る こ とを意味 して い ると考え られ る 。

　80年代まで の 日本に おい て は ， 新規学卒者 に対す る経済 シ ス テ ム か らの 人材需要

は ， 景気動向に伴 う変動は あ っ た と して も，全体 として は需要超過で 推移 して きた 。

そ う した経済 シ ス テ ムか らの需要は ， 厳密に人材の 中身 一質一職業能力を指定 した需

要ではな く， とにか く安価 で柔軟性 に富む若年労働力を確保す る とい う量的な性 格が

強か っ た とい え る 。

　 しか し，
バ ブ ル崩壊後 の 90年 代 に お け る景 気 低迷 は，経済 競争 の 激 化とあい ま っ

て ，日本企業の 雇用管理 に も大きな影響を及ぼ した 。 主 な変化の ひ とっ は長期雇用対

象者の縮減で あ り，それ は
一

方で は早期退職制度な どに よ る既存の 従業員の 放 出，他

方で は新規採用 の抑制 とい う形で 表面化 して い る 。 こ の 新規採用の 抑制は新規学 卒者

を殊に 直撃 して お り， 高校や大学の 新卒者の 就職率は90年代に劇的に低下 し，無業者
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の 比率が急増 して い る 。 すなわち，人の 流れ とい う点で 従来ほ とん ど間隙な く接して

い た教育 シ ス テ ム と経済 シ ス テム の 間に は、か っ て な く大 きな地割れが生 じて い る 。

そ して こ う した 経済シ ス テ ム か ら の 吸引力の 低下は ， 家族 シ ス テ ム の 教育ア ス ピ レー

シ ョ ンに も強い 影響を及ぼ して い る。

　高度成 長期に おけ る
冖
開かれた競争」 （久冨　 1993，36頁） の もと で は，相対的に

下位の 階層の 家族 も教育に よ る上昇移動の 志向を共有 して い た 。 そ れ は オ イ ル シ ョ ッ

ク後の 「閉 じ られ た 競争」 （同，38頁） 下で は，競争の 敗者が顕 在化 しなが らも，競

争か ら下 りるこ とが 必ず しも競争か らの 解放を意味 しな い とい う閉塞的状況 の なか

で ，徐 々 に 変質を遂げて きた と考え られる c そ して 90年代に 入り，家族シ ス テ ム が上

述の経済シ ス テ ム の失調を目の 当た りに した とき，競争を通 じて 得 られ る報酬の 期待

は大 きな打撃を受け る とともに ，競争か ら下 りる こ とへ の心理的抵抗は明確に小 さ く

な っ た。こ う したなか で も、上 位の 階層に含まれ る家族 シ ス テ ム は，競争に 勝ち残る

蓋然性が い まだ高い こ とか ら教育ア ス ピレ
ー

シ ョ ン を保持 し，い っ そ うの 戦略的行動

に 出るよ うに な っ て い る。 しか し下位の 階層 に おい て は t 教 育競争 に対 して もはや し

らけた まなざ しが 向け られて い る （中村　2000）。

　以 上の こ とを イ メ
ージ的に 図示するな らば図 3 （118頁）の よ うに な るだろう

・6P
。

（2．］ 教育シ ス テ ム そのものの存在様 態は変化 したか ？

　そ れで は教育 シ ス テ ム 自体の あ り方に つ い て は，どの よ うに理解で きるだ ろ うか 。

　筆者 はこ れ まで ，80年代末 頃 まで の 状 況を射程 として ，日本の 教 育 シ ス テ ム の 閉鎖

性を指摘 して きた 。 その論拠は， 1つ には 「制度化」 の結果と して 自明視され固定化

した教育 内容で あ り， もう 1 つ は 「学力．に対す る 「人格」 な どの 抽象的な意味付与

で あ る （沖津 　1994，1995）。 学習指導要 領 に規 定 され る教 育内容 は，改言∫を経 るに

従 っ て安定化 し， いわ ゆ る
「
学校算数」 などの 教科 イメージが固着 化 す るに い た っ

た 。 他方で は，特に 1970年代以 降，学力の 低 さを子ど もの 人格的なゆがみや非行 と結

び つ け る教育言説が 顕著に 増加 し，
’
人格 と学 力の 統 二 が 提唱 され るよ うに な っ

た。 こ の 両 側面 は相 補的で あ る。教育内容の 硬 直性 は．教育 シ ス テ ム か らの ア ウ ト

プ ッ ト （卒業者の 能力） と外部の 諸社会 シ ステ ム （中で も企業社会） の ニ
ーズとの 間

に 齟齬を招 く・∫能性を含んで い たが，その ア ウ トプ ッ トと して の　学力．に対す る解

釈の 抽象1生・柔 軟性 によ り，そ う した齟齬 は大 き く問題化 しなか っ た。そ して こ の よ

うな
一
学力」 解釈の 融通無碍 さは，その 具体的内実 と して の 教育内容が，社会成員の

意識 の 中で 所与 の もの と して 括弧 に 入れ られて い たか らこ そ成立 しえ た． こ う して ，
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経済
シス テム

教冓

システム

家族
シ ス テム

→

　図 3a 　 1980年代まで 　　　　　　　　　 図 3b 　 1990年代

図 3　教育シ ス テ 厶 ・経済 シ ス テ 厶 ・家族 シ ス テ ム 間の 関係の 変化

「

学力」解釈図式を外部社会 との 間の 摩擦を防ぐワ ッ クス と して ，教 育 シ ス テ ム 本体

の 核と して の 教育内容 は固 く閉 じるとい う状態が成立す る に い た っ た 。

　先の 図 3 と関連づ け るな らば，図 3a の よ うに教育 シ ス テ ム は1980年代まで に おい

て経済 シ ス テ ム およ び家族 システ ム と密着 した関係に あ りなが らも，その 実態は，教

育 シ ス テ ムを通過す る家族 シ ス テ ム の意図が経済 シ ス テ ムの意 図と直結 して い たに す

ぎな い 。 教育シ ス テム は家族 と経済に い わば蹂躙 されなが らも，そ れ ら外部 シ ス テ ム

の 関心が 教育 シ ス テ ム本体の 作動 （教育シ ス テ ムが何を教育 して い るか ）に は直接向

か っ て い なか っ たため，む しろその 陰で い っ そ う硬直化 ・閉鎖化する余地をも手に し

て い た とい え る 。

　で は t90 年代に つ いて は い かな る理解が 成り立 っ だ ろ うか 。 教育シ ス テ ム 自身の 存

在様態の 指標と して は，教育政策 と教育言 説　　本稿に即せ ば教育課程 政策 と 「学力

低下 」 論争一 に注 目す る必 要が あ る。 確 かに ，教育内容の元締め と して の 学習指導

要領 に対 して は，今回改訂で 大 きな変化が生 じ，実質的な 削減が 行われ る とと もに

「総合的な学習の 時間」 とい う新領域 が少なか らぬ 比重 で導入 され た。 さ らに， これ

まで は約 10年 ごとの 改訂が慣例化 して い た学習指導要領を必要に即 して 随時改訂す る

とい う新 しい 体制が成立 した 。 チ ェ ッ クの ための 客観的デ ータを収集する しくみ も具

体化され た 。

　こ の よ うな変化の 後景に は，臨教審以後，文部省が従来の 「生産 ・供給者寄 り」 の
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態度か ら 「消費者寄 り 亅の 態度 へ と方 針を転換 した こ とが あ る （市川　1995， 18− 19

頁）。 長年対立的関係に あ っ た 日教組 との 間に も1995年以 降協調路線が しか れ、　
・
時

期 は 文部省へ の 強力な 批判者が 存在 しな い
「

翼賛体制 1 （同，21頁） す ら成 ・Zした 。

「学力低下一論は新たな批判を突 き付けたが，文部省はその 「消費者寄り」 の 態度 を

貫徹するこ とに より， この 批判をも取り込んで路線を再調整しよ うとして い る．

　 こ う した文部省の 行 動様式 の 転換 とそ れに 基づ く教育課 程政 策の 変化 は ．確 か に 教

育内容の 「制度」 性を剥奪 し，
ニ ーズに即 した可変性を高め る方 向へ の動 きで あ る 。

で は，教育 シ ス テ ム は閉鎖的で な くな っ たの か 。 そ れに っ い て 筆者は ，90年代の 教育

課 程政 策 と
｝
学力低下」 論は、少な くと も現段 階 で は教 育 シ ス テ ム の 閉鎖性 の 根幹を

ゆ るがす もの で はな く，表層的な レベ ル の 変化に とどま っ て い ると考え る，．，その 根拠

は次 の 諸 点に あ る 。

　第 1に ，今回改訂 におけ る教育内容の 変化は主 に量 的な もの で あ り，従来の 教科内

容の 質的 ・根本的再検討で はない
。

一
新学 力観一や 「生 きる力」 は教育内容 とい うよ

りも理 念や 方法をめ ぐる概念で あ り，また
「

総合的な学習 の 時間一 も性格 や機能が 曖

昧で あ る，1 第 2に ，「生 きる力」 や 「関心 ・意欲 ・ 態度 1 の 強調 は今回改訂で い っ そ

う進 ん で い る，教 育内容の 具 体的検討で は な く、そ れ を情 意面 に 拡 大 して と らえ た

り，抽象的で 過剰な意味を付与する体質に変化は ない
、 第 3 に，教育課程改訂の 過程

は依然 と して 密室の ままで ある ， そ して 第 4 に ， こ う した教育政策を批判する 「学力

低下」 論者の 主張に は．「要素的な知識観 ・学 力観」 一 「く知 識） とい うもの を 「個 々

の こ とが らを知 っ て い る こ と」 だ とと らえ，それ を よ りた くさん知 っ て い る こ とが

r学力の 高さ 1 とイ メ
ージ され る とい う傾 向が強い とい う こ と一（久冨　2001， 103

頁） が根強い 。 そ れは 教育内容の 1制度化 」 に連 なる 「学 カーの 中身の 自明視と量 的

多寡の み の 意 識化で あ る 。

一
学 力低 下

．
論者 の 中で ，教育内容の 根本的な代案を強 く

打 ち出 した者は い ない の で ある。

　これ らの 事実 は，教育シ ス テ ム が依然 と して 閉鎖性 ・硬 直性の 核 とな る部分を維持

して い る こ とを示 して い る と筆 者は解釈す る
．TI

、 教育 シ ステ ム は ． 制度化」 された

一
要素 的な知識観一と，抽象的な 「生 きる力」 を両極 とす る直線軸 と い う 二 次 元の 世

界に 包絡 され た ままで ある 。 文部省が 「消費者寄 り」 へ と態 度を 転換 した と して も，

「消費者」 そ の もの が 旧来の 「制度化」 され抽象化 された学 力観を保持 して い るか ぎ

り，教育 シ ス テ ム の 閉鎖性 は維持 され る。その と き，こ の 閉鎖性を，外部に 対する レ

リバ ン ス を保 っ た うえで の 自律性 とい う，よ り ［健全な 1 あり方へ とい かに して 変え

て い くか とい うこ とが ， 追求され るべ き実践的課題 とな る 。 すで に外部 の シ ステ ム が
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教育 シ ス テム か ら離れ は じめ，特に教育 シ ス テ ム の 日 々 の 営み に お いて クラ イア ン ト

と して 現前 して い る子 ど もた ちが学習へ の 意 欲を失 い っ っ あ る今，従来 は閑却 されて

きた教育内容の レ リバ ン ス が，教育 シ ス テ ム に と っ て ほ とん ど唯
一

ともいえ る存続の

方途 とな る と考え る。 すで に大幅に予定の紙数を超えて い る本稿に は，教育内容の レ

リバ ン ス をい か に して 向上 させ るか に つ いて 議論を展 開する余地 はない凡 ただ，90

年代の 大 きな変化の なかで も変わ らない もの が存続して い る こ と，そ してその 変わ ら

な い もの を明 るみ に 出 し，そ こ か ら脱却す る こ とが 、 今後の 教育シ ス テ ム の 設計に

と っ て不 可欠で ある とい うこ とを，最後に 改めて 強調 して お きた い
。

〈注〉

〔1） 西村和雄 「大学生の 学力低下　対策を 1 （1999年 8 月 1 日， 日本経済新聞朝刊 ）。

｛2） これ ら以外の論者に ，精神科医の 和田秀樹，国語学者の 大野晋 ， 数学者の 上野健

　爾 ， 元大蔵官僚の 榊原 英資，教育心理学者の 市川伸
一 らがあ げられ る 。

〔3｝ 本項は 本田 （2001） に基づ く。 具体的なデ ータなど詳 しい 点はそ ちらを参照され

　た い 。

（4） 「新 しい 学習指導要領 の ね らい の 実現 に 向 けて 」 （http：〃 wwwmext ．go ．jp／b

　menu ／shuppan ／sonota ／010801．htm ）を参照 。

（5） 「お父 さん の 教科 書 よ り，お姉 さん の 教科書よ り，キ ミた ちの 教科書 は薄い 。 亅

　（2000年秋 日能研 ポ ス ター），「全寮制の 秀明は rゆ とり教育』 を行い ませ ん　 rゆ

　と り教育」 と は子 ど もの 学 力を低下させ ， 日本 を三 流国家 に 落 とす 教育の こ と」

　（2001年 6月 21日新聞朝刊全面広告）な どを参照。

｛6〕 教育 ・経済 ・家族 の 相互 関係を図示 した 分析の 先例 と して ，山村 （1989）が あ

　 る 。

（7） 一一
方に は

「

規制緩和と実質的な公教育の縮小」 を基調 とする新自由主義 ・新保守

　主義を ，
「本格的多国籍企業家へ の 転換 とい う経済戦略」 に基づ くとす る見方 もあ

　る （乾　1997）。
こ れ は ， 教育 シ ス テ ム の 経 済 シ ス テム へ の 従属論で あ る 。 しか

　 し， そ うした経済側の 要求は，た かだか 「個性的 ・独創的な能力を もっ た人材 亅の

　必要性 とい う漠然 と した要請 に 終わ っ て い る 。 他方で ，
「総合的な学習の 時間」 な

　どの 「ソ フ トなカ リキ ュ ラ ム 」 の 導入を，新中間層 に有利な教育戦略と位置づ ける

　議論 もある （田中 （統）　 2001）。 こ れ は，教育 シ ス テ ム の 階層 シ ステ ム へ の 従 属

　論で ある 。 しか し， 階層間格差 の 広が りや固定化は ， 経済的パ イの 拡大が行き詰ま

　 るなかで，個 々 の 家族が もっ 諸資源の 再生産効果が顕在化 した こ とが主因であ り．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90年代に お け るカリ‡ ユ ラ ム と学力

　教育シ ス テ ム 自体が階層格差をっ くりだ したわ けで はない
。

（8） い くつ かの 具体 的な提案は，本田 （沖津〉 （2000）を参照され た い 、
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ABSTRACT

 The Curriculum and  Educational Attainment in 1990s Japan

                                                  HONDA,  Yuki

                     (Institute of  Social Scien¢ e, University of  Tokyo)

                       7 3'1 Hongo,  Bunky, o'ku,  Tokyo, 1113-O033 Japan

                                       Email:  yuki@iss.u-tok>,o.ac.jp

This paper  airris  to review  the trends  in the  school  cum'iculum  and

educational  attainment  in 1990s JapEm. The  first section  outlines  the

curricuium  pokiey. The  1987 Curriculum  Council Report  plaued  emphasis

on  a  
"Renewed

 View  on  Academic  Aehievement,"  while  the  amount  ef

teaching  time  for ea ¢ h subject  and  the  leve! of  educational  content  was

niaintained.  In contrast,  the Curriculuni Council Report in 1998 deterinined
to  drasticallLy reduce  teachirig  tirne and  the  content  of  subjects  in

anticipation  of  the  start  of  the  
"five-day"

 school  week  system  in 2002. At
the saine  tiine it introdueed a  new  

"Time
 for Coinprehensive Learning"

into the school  currieuluin.  the purpose  of  which  is to cope  sirnult,aneousl.y

with  the  emerging  social  need  for a  variety  of  new  knowledge  and  for
renovated  teaehing methods,  The  reality  of  its actual  implementation  and

its effeets,  however, rernain  uncertain  and  unforeseeable.

     The  seeond  section  examines  the debate on  the 
"decline

 of  educational

attainment"  which  began  at  the end  ol' the decade. and  the actual  situation

of  educational  attainment.  The  proponents  of  thi$ ar'gument,  which  was

triggered  by  data on  the strikingSy  low level of  niathematical  ability

among  university  students,  shared  their opposition  to the recent  curriculum

policy of  the )v'Iinistr.v of  Education. As  the result  of  this  debate. not  en]y

did the  }L･{inistry shift  its eniphasis  from  the 
"Full

 Scope Education"  to

the irnprox,ement ot' educational  attaininent.  but the social  tendency  of
"bright-flight"

 to  private schools  has been accelerated.  With regard  to
the  actual  situation  of  educational  at,tainment,  the  available  data imply
that  

"in

 some  cases  it seems  to be declining slightly,"  A  far more

distinctive tendency  is that the willingness  of  students  to  study  is
deteriorating, to  differing extents  according  to their  families' socio-econornie

status.

     The  third section  presents  a  theoretical  hypothesis based on  an

examination  of  the two  sections  above,  The  decline of  "rillingnes$  to

study  among  students  reflects  the end  of  the inter-system relation  which

was  charaeterized  bv  close  links between the familv sxJstem  and  the                  J ilv
economic  svstem  via  the edu ¢ ational  gvstem,  On  the other  hand  the          v .
edueational  system  itself, as  refleeted  in policies and  discourses,
maintains  its conventional  closed-ness  and  st,iffness,  the syrnptoms  of

which  are  the 
"institutionalization"

 of  educational  content  and  the

abstracted  interpretation of  educational  attainment,  We  conclude  that it
is crucial  for the  betterment of  the  edueational  system  to  break out  of

this  closed-ness  and  to  improve  the  relevance  of  educational  content.
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